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1 R3.2.19 R3.3.1 平成24年8月3日付け「ばい煙発生施設設置届出書」 2 1
環境局
多摩環境事務所 環
境改善課

2 R3.2.24 R3.3.2
平成３１年度新海面処分場内貯留池等整備工事
工事費総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表（第3回設計変更） 107 1

環境局
資源循環推進部
廃棄物埋立管理事務
所

3 R3.1.7 R3.3.4

・31環総政第210号 Women's Forum出席等に係る近接地外出張の実施につい
て
・旅行命令簿（令和1年6月分）
・31環総政第220号 Women's Forum出席等に係る近接地外出張旅費の支出に
ついて
・内国旅費請求内訳兼領収書（令和1年6月分）
・出張復命書（環境局）
・出張復命書（政策企画局）

42 1
環境局
総務部
環境政策課

4 R3.1.7 R3.3.4

・31環総政第241号 Women's Forum出席等に係るハイヤー供給委託
・31環総経契第128号 Women's Forum出席等に係るハイヤー供給委託
・31環総経契第128号の2 Women's Forum出席等に係るハイヤー供給委託
・支出命令書（支出命令番号00038－2）（支出命令番号00039－2）

33 1 1 1 1 1

・予定金額、予定価格、契約目途額、予定金額は、公にすることにより、今後
の契約に際し、予定価格及び契約目途額が類推され、契約事務における公平性
の確保に支障を及ぼすおそれがあるため、条例第7条第6号に基づき開示しな
い。
・事業者の担当者名は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができ
るため、条例第7条第2号に基づき開示しない。
・事業者の印影は、公にすることにより、偽造等による犯罪の予防に支障を及
ぼすおそれがあるため、条例第7条第4号に基づき開示しない。
・事業者の金融口座情報は、支払先事業者に係る内部管理情報であり、公にす
ることにより、契約先事業者の事業運営上の地位が損なわれると認められるた
め、条例第7条第3号に基づき開示しない。

環境局
総務部
環境政策課

5 R3.3.3 R3.3.5 土壌汚染状況調査結果報告書（17環改有土第60号）の添付書類 31 1

環境局
環境改善部
化学物質対策課

6 R3.2.9 R3.3.10 28環多改土第355号「土地利用の履歴等調査届出書」 154 1
環境局
多摩環境事務所環境
改善課

7 R3.3.2 R3.3.12

・水質汚濁防止法に基づく届出書
（２４環自水届第１２４２号）
・水質汚濁防止法に基づく届出書
（２環自水届第１５号）

7 1
環境局
自然環境部
水環境課

8 R3.3.3 R3.3.15 緑化計画書（R2環自緑指第187号、令和3年2月18日受理） 14 1
環境局
自然環境部
緑環境課
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9 R3.3.9 R3.3.16 土壌汚染状況調査結果報告書（22環改化第642号） 39 1
環境局
環境改善部
化学物質対策課

10 R3.3.10 R3.3.17
① 水質汚濁防止法に基づく氏名等変更届　（29環自水届第227号）
② 水質汚濁防止法に基づく氏名等変更届　（28環自水届第164号）
③ 水質汚濁防止法に基づく特定施設使用届（24環自水届第1098号）

15 1
環境局
自然環境部
水環境課

11 R3.3.9 R3.3.22

（請求内容）
名称：○○株式会社（３法人分）
住所：東京都○○　〇丁目〇番〇号
内容：水質汚濁防止法に基づく特定施設設置届出書、特定施設の構造等の変
更届出書、特定施設使用廃止届出書

0 1
水質汚濁防止法に基づく届出がないため、開示請求に係る公文書は取得してお
らず、存在しない。

環境局
自然環境部
水環境課


